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６　外郭団体による評価

７　所管局による評価

今後の方針

千葉都市モノレールは本市の骨格交通であり、重要な社会インフラであることから、安全・安定輸
送の継続のため、安全管理体制の強化とともに経年劣化設備の更新、点検保守に取り組んでい
く。市でも軌道桁などのインフラ施設と一部所有するインフラ外施設の維持管理、更新を引き続き
行っていく。また車両更新など大規模な更新が続くことから、資金調達方法の確立や会社支援措
置の実施などにより、資金面及び経営面からしっかりとサポートし、付帯事業の強化やさらなる経
営改善、利用促進などの検討を会社とともに進め、その取り組みを支援していく。

総合評価

令和７年度は、輸送人員・運輸収入とも過去最高を記録し利用者数を伸ばしたが、一方で営業費
は前期比１０４．７６％となっている。
厳しい経営状況のなかでも中期経営計画（2025-2027）に掲げている三つの基本戦略に即した具
体的施策に取り組んだ。
引き続き、安全・安定輸送を継続し、また、モノレールを活用した沿線地域の活性化や駅機能の充
実に期待する。

当期の業績は、年間輸送人員が延べ2,111万人（前期比104.72％）、一日乗車人員が57,861人（前
期比104.72％）となりました。
また、運輸収入は36億76百万円（前期比104.62%）、運輸雑収は1億96百万円（前期比89.49％）とな
り、営業収益は38億73百万円（前期比103.75％）となりました。 
なお、輸送人員・運輸収入ともに、過去最高を記録しました。
これについては、1号線沿線のマンション開発や、2号線沿線での宅地開発が引き続き進んでいる
ことで新規の住民が増加していることや、インバウンドの増加による市街中心部のホテル宿泊者
の増加、コロナの影響が払拭され、千葉公園(芝庭)や動物公園などの観光施設の利用が増えたこ
となどが主な要因であると分析しております。
定期外輸送人員は、前期比104.77％（9,432千人）、定期輸送人員は、通勤が前期比104.28％
(9,545千人)、通学が前期比106.48％（2,141千人）となり、定期輸送人員全体では前期比104.68％
となりました。
一方、営業費については、給与のベースアップ等による人件費の増加のほか、労務単価等の上昇
による委託業務費の増加、ATC/TD装置等の更新に伴う除却費の増加、車両更新に伴う減価償
却費の増加により、全体として37億15百万円（前期比104.76％）となっています。
これらのことから、営業利益は1億57百万円、経常利益は2億62百万円、当期純利益は6億12百万
円となりました。
そのような状況において、中期経営計画（2025-2027）の基本戦略である「安全・安定輸送の継
続」､「沿線地域への貢献(共生･価値創造)」及び「変化する社会環境への対応力強化」の3項目を
着実に推進し、お客様が安心してご利用できる環境の構築や利用促進等に努めてまいりました。

千葉市の基幹的交通機関として安全・安定輸送を継続し、通勤・通学路線の役割を確実に果たし
ていくことで、運輸収入の基盤を固めます。また、移動需要に対し適切な輸送を供給するとともに、
日中時間帯や土休日といった閑散時の移動需要の掘り起こしを図るほか、多言語対応チラシや
SNS等を活用したインバウンド施策にも積極的に取り組み、運輸収入の更なる増加を目指してまい
ります。グッズ販売では、発売以来好評を博しているプラレールの販売を継続するとともに、他の
グッズ類の開発・販売に取り組みます。特に、千葉開府900年に合わせた記念グッズや関連商品
の開発・販売に注力し、グッズ販売による収入増を目指してまいります。
広告事業では、車体ラッピング広告を軸としながら既存の広告媒体の稼働率向上を検討するとと
もに、サイネージ広告等の新たな広告媒体についても研究し、広告収入の拡大に努めます。
構内営業事業では、従来のスキームでの事業収入の確保に加え、検討中のパークアンドライドに
ついては各種調整を推進し早期開始を目指すとともに、駅遊休スペースでのテナント・自動販売機
設置等の可能性を研究し、新たな賃借収入の開拓を進めてまいります。当社は安全・安定輸送を
経営の最重要課題として位置付け、協力会社を含む組織全体で安全文化の醸成に向けた継続的
な教育・訓練を推進いたします。来年度は、ヒヤリ・ハット報告の充実を重点施策として、事故・災
害につながる潜在的要因の抽出と対策を推進し、予防意識の強化を図ってまいります。同時に、
激甚化する災害への対応力強化、老朽化施設の計画的更新に加え、次世代車両開発や状態監
視保全（CBM）の高度化など、経営基盤の強化と将来を見据えた施策に注力いたします。さらに、
全てのお客様が安心して利用できる環境づくりを実践し、公共交通機関としての社会的責任を果
たしてまいります。お客様に選ばれる公共交通を目指し、継続的な社員教育とデジタル技術を活
用した次世代乗車システムの導入に向けた検討を進めるとともに、利便性とサービスの質的向上
を推進してまいります。昨今の訪日旅客の増加に対応し、観光協会との連携を深めるとともに、多
言語対応とホスピタリティの向上に取り組んでまいります。さらに、千葉開府900年を契機に、ス
ポーツチームや商業施設との連携を強化することで、地域の魅力発信と活性化に主体的に関わ
り、沿線価値の向上と地域課題の解決を実現し、地域に愛され支持される『千葉モノレール』の実
現を目指してまいります。当社は急速に変化する社会環境の中で持続可能な経営を実現するた
め、運輸収入の増収施策とともに付帯事業の拡充、社内業務のデジタル化推進と社員のエンゲー
ジメント向上、利用者向けデジタルサービスの導入を推進し、経営基盤を強化してまいります。ま
た、公共交通機関の責務として環境への配慮をより深めるとともに、デコ活の普及などにも取り組
み、脱炭素社会の実現に貢献する企業責任を果たします。
このほか、他の公共交通機関との連携を深め、交通ネットワークの高度化を図り、シームレスで利
便性の高い利用環境の実現を目指します。
こうした経営施策と企業姿勢を正しく理解されるよう、令和8年度は当社施策の情報発信を強化し
ていきます。
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